予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：公害対策費
	事業名　水質環境常時監視測定費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　環境生活部　環境管理課　水環境係　電話番号：058-272-1111（内 2834 ）

　　　　　　　E-mail：c11264@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　23,456千円（前年度予算額:24,071千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	24,071
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,071

	要求額
	23,456
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,456

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　①　経緯

・Ｓ45　水質汚濁防止法制定(S45.12.25施行)

　　　～ 　公共用水域水質常時監視・水質環境基準類型の指定開始

・Ｈ元　地下水水質監視測定開始

・Ｈ13　「岐阜県地下水の適正管理及び汚染対策に関する要綱」の制定

②  現状と課題

岐阜県の良好な水環境の保全のための指標とするため、水質汚濁防止法に基づき､公共用水域及び地下水の水質を常時監視している。

公共用水域の水質測定結果については、県独自の「水質調査システム」（H27改修）の運用により、集計・管理している。
水生生物保全に係る環境基準において、新たな化学物質の基準が追加されており、県内河川におけるこれらの化学物質の検出状況の把握が必要となっている。
（２）事業内容

水質汚濁防止法に基づき、「岐阜県公共用水域及び地下水の水質測定に関する計画」を作成し、公共用水域及び地下水の水質を常時監視する。

１　公共用水域水質常時監視

・調査地点：７水系　70河川、（全122地点 うち県測定分77地点）

・測定項目：生活環境項目（９項目）、健康項目（27項目）、水生生物のための環境基準項目（３項目）、要監視項目等

・調査機関：採水…外部委託　　分析…生活環境項目は保健環境研究所・保健所、健康項目等は外部委託

２　地下水水質常時監視
調査機関：採水…岐阜地域環境室及び各県事務所環境課
分析…保健環境研究所

①概況調査（通常）

・調査項目：環境基準項目　28項目　・測定地点：50地点

②概況調査（人為的汚染項目を除く）

・調査項目：環境基準項目のうち、９項目　・測定地点：20地点(山間部)
③ＶＯＣ（揮発性有機化合物）重点調査

・調査項目：環境基準項目のうち、13項目　・調査地点：20地点

④モニタリング調査

・調査項目：過去に汚染が確認されている項目  ・調査地点：65地点
３　測定機器維持管理

　　測定に用いる機器について、必要に応じて校正や修繕を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10（法定受託事務）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	358
	会議・研修等旅費

	需用費
	5,327
	保健所・保健環境研究所で分析に使用する薬品等

	役務費
	24
	分析機器の校正等

	委託料
	17,717
	公共用水域水質常時監視における採水及び分析等

	その他
	30
	使用料

	合計
	23,456
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

・公共用水域の水質を監視し、環境基準への適合状況を把握するとともに、水質に関する情報などを県民に提供します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	類型指定された河川69水域における環境基準（BOD）の達成率
	―
	98.6％
(H24)
	97.1％
(H25)
	100％
(H26)
	100％
(H28)
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	○公共用水域水質常時監視

・調査地点：７水系　70河川、（全122地点）

・測定項目：生活環境項目（9項目）、健康項目（27項目）、水生生物のための環境基準項目（3項目）要監視項目等

○地下水水質常時監視

概況調査

(通常)
概況調査

(人為的汚染項目を除く)
ＶＯＣ
重点調査

モニタリング

調査

調査

項目

環境基準項目

28項目

環境基準項目のうち、９項目

環境基準項目のうち、13項目

過去に汚染が確認されている項目

調査

地点
53地点
15地点

(山間部)
20地点
51地点



（前年度の成果）

	・水質測定を継続的に実施しており、県ホームページで速報値を公表している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・水質汚濁防止法第15条に、知事は、毎年、公共用水域及び地下水の水質汚濁の状況を常時監視しなければならないとされている。

・河川の水質測定を実施し、「清流の国ぎふ」を評価する客観的な基礎データとして利用する。

・地下水汚染の早期発見、早期対策のため、地下水の水質測定を実施する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・平成21年度に、初めて県内河川の環境基準（BOD）達成率が100％となり、３年連続で達成できていたが、平成24年度の達成率は98．6％、平成25年度の達成率は97.1％であった。平成26年度は再び100％となり、目標を達成できた。
・概況調査で判明した地下水汚染事案に対し、周辺の地下水を迅速に調査するなど県民の安心・安全を確保している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・健康項目（カドミウム等）の測定では、過去に検出がなかった地点にはローリング調査を取り入れる等、効率化を図っている。

・山間部等、人為的汚染の可能性が低い地域での地下水調査では、自然由来項目のみ測定を実施する等、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・環境基準項目の追加に対応するため、測定項目や頻度の見直しが必要となる。


（次年度の方向性）
	・引き続き、県内河川の水質汚濁の状況を確認するとともに、平成２４年度から順次指定をしている水生生物保全に係る類型に基づき、水生生物保全のための環境基準として新たに追加された項目について測定を行う。


